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第１章 企業が取り組む「農福連携」の効用に関する考察 

―特例子会社と企業が経営主体の障害者福祉施設の比較分析― 

 
吉田 行郷  

 
１．はじめに 

 
農業サイドと福祉サイドが連携して農業分野で障害者の働く場を作ろうとする取組であ

る「農福連携」が拡大しつつあり，厚生労働省によれば，2019 年度に農業に取り組んだ障

害者福祉施設は 2,503 施設となっている。他方で，2009 年の農地法改正により，リース方

式による農業への参入が全面自由化された。これを受けて，農業に参入する法人が大きく増

加しており，農林水産省によれば，2018 年 12 月現在，3,286 法人が参入し，そのうち株式

会社は 2,089 社となっている。こうした中で，近年，法定雇用率の上昇を背景に(1)，特例子

会社(2)や 2006 年から認められた企業が経営主体の障害者福祉施設(3)の農業分野への進出も

増加してきている。 
農作業を行うことによる障害者等の身体や精神への効果については，園芸療法の世界で

古くから研究が行われてきた。日本でも 1990 年代から園芸療法が紹介されるようになり，

2008 年には日本園芸療法学会が設立されるなど，研究面でも充実してきている。これに対

して，農福連携に取り組む経営主体への効用については，研究の歴史は浅く，まだ十分な研

究成果の蓄積があるとは言えないが，人手不足や耕作放棄地の解消といった農家や農業法

人への効用や障害者の働く場の拡大や賃金・工賃の向上といった社会福祉法人等が経営主

体の障害者福祉施設への効用があることが明らかになってきている（吉田（2019）等）。他

方で，企業の農業参入による効用については，大野・納口（2013）等の既往研究である程度

明らかにされている。中でも，渋谷（2018）は，農業専業経営体との比較から，建設業から

の参入が本社の雇用維持という人的効用を重視していること，これに対して食品製造業か

らの参入では本社製品の原料確保という物的効用を重視していることを明らかにし，業種

によって農業参入に期待する効用が異なることを示した。 
これに対して，特例子会社と企業が経営主体の障害者福祉施設の農業参入については，吉

田ら（2014），吉田ら（2018）が，それぞれの実態を明らかにしており，農福連携に含まれ

得る取組として整理している。しかし，農業参入による効用に焦点を当てた研究成果はなく，

その違いも解明されていない。そこで，渋谷（2018）の分析手法を応用し，両者の農業参入

による効用の違いについて明らかにする。まずは両者の農業参入の全体像を整理した上で，

代表性を考慮して事例を選定し，それらの農業参入によって実際に発現している効用につ

いて調査を行った。両者の効用の比較に当たっては，一般的な農福連携の取組による効用や

障害者雇用を目的としない一般的な建設業や食品製造業の農業参入で発現している効用と
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も対比することで，その違いを浮き彫りにすべく考察を試みた。 
  
２．農業参入の全体動向 

 

特例子会社 486 社（2018 年 6 月 1 日現在）のうち少なくとも 45 社が，企業が経営主体

の障害者福祉施設 2,233（2017 年 10 月 1 日現在）のうち少なくとも 23 施設が，それぞれ

農業に参入していることが農林水産政策研究所の調べで明らかになっている（第１－１表）。

また，特例子会社では，当初，いろいろな事業部門を持つ中で農業にも進出してくるという

会社が多く，一時，農業を主体にする会社の割合が増加したものの，近年は，農業は経営部

門の一部という会社の割合が再び増加してきている。これに対して，企業が経営主体の障害

者福祉施設では，農業が主たる部門の施設がほとんどであったが，近年，農業が経営部門の

一部という会社も少しずつ増えてきている。 
 

第１－１表 特例子会社，企業が経営主体の障害者福祉施設の農業参入数の推移 

資料：筆者作成。2019 年 8 月現在，農林水産政策研究所が各社のウェブサイト等から集計した結果である。 
注（1）基本的には農業開始年で整理しているが，農業開始年が不明な会社は認定年でカウントした。 

（2）特例子会社では農業を止めた会社 2 社を，上記では含めていない。 

 
そして，農業に参入した特例子会社の親会社は従業員規模 1 万人以上が 45％を占めてお

り，大企業の割合が高い（第１－２表）。これに対して，農業に参入した障害者福祉施設を

経営する企業では従業員 1,000 人未満が 55％を占めており，5,000 人以上の企業はない。

両者には，業種でも違いがあり，特例子会社では，農業や食品に関連がないその他の業種か

らの農業参入が 76％を占めているのに対して，企業が経営主体の障害者福祉施設では，農

業や食品に関連のある業種からの農業参入が 57％を占めている（第１－３表）。 
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（単位：社）

～
1999年

2000～
2004年

2005～
2009年

2010～
2014年

2015～
2019年 合計

2 1 7 22 13 45
うち農業は一部 2 1 3 12 8 26

0 0 1 14 8 23
うち農業は一部 0 0 0 1 2 3

特例子会社

企業が経営主体の
障害者福祉施設
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第１－２表 農業参入した特例子会社及び企業が経営主体の障害者福祉施設の

親会社等の従業員規模（2019 年８月現在） 

資料：各社のウェブサイトより，筆者が作成。

注（1）親会社がない場合には，経営している企業自体の従業員規模とした。 
（2）ウェブサイト等では従業員数が分からない特例子会社 1 社と企業が経営主体の障害者福祉施設

3 施設は含めていない。 
 

 

第１－３表 農業参入した特例子会社及び企業が経営主体の障害者福祉施設の

親会社等の業種（2019 年８月現在） 

資料：各社のウェブサイトより，筆者が作成。 
注．親会社がない場合には，経営している企業自体のメインとなる事業種とした。 

 
経営部門については，特例子会社では，露地野菜のシェアが 31％（14 社）と最も多い（第

１－１図）。水耕栽培が 24％（11 社）とこれに続いており，農家等からの農作業請負も 13％
（6 社）となっている。ただし，農業が中心の会社に限ると，露地野菜が 14 社から 3 社に

大きく減少する一方，水耕栽培は 7 社，農作業請負は 4 社と余り減らず，相対的にシェア

が拡大している。農業が中心の企業では，事業の継続のために安定した収益を確保する必要

があり，水耕栽培や農作業請負でそれを実現している企業が多いことがうかがえる。 
これに対して，企業が経営主体の障害者福祉施設でも，露地野菜作が 35％（8 施設）と一

番多いが，これに安定した収益の確保が望めるハウス野菜作 23％（6 施設），菌床シイタケ

栽培 22％（5 施設）が続く点が異なる。水耕栽培は 9％（2 施設）にとどまっているが，こ

れは従業員規模が小さい企業が多い中で，水耕栽培の初期投資には多額の資金が必要なた

めと考えられる(4)。 
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（単位：社）

従業員規模 ～999人 1,000～
4,999人

5,000～
9,999人

10,000人
～

特例子会社
6

（14%）

11
（25%）

7
（16%）

20
（45%）

企業が経営主体の
障害者福祉施設

11
（55%）

9
（45%）

0
（0%）

0
（0%）

（単位：社）

業種
生活協
同組合

食品流通食品製造
外食
中食

農業関連 その他

特例子会社
0

（0%）

5
（11%）

3
（7%）

1
（2%）

2
（4%）

34
（76%）

企業が経営主体の
障害者福祉施設

5
（22%）

2
（9%）

2
（9%）

1
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3
（13%）

10
（43%）
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第１－１図 農業参入した特例子会社と企業が経営主体の障害者福祉施設の

主要経営部門別割合の比較（2019 年８月現在） 

 
資料：各社のウェブサイトより，筆者が作成。 

 
このように，農業に参入した特例子会社と企業が経営主体の障害者福祉施設とでは，親会

社や経営主体の会社の経営規模や業種に違いがあり，農業への依存度や行っている農業の

経営部門にも違いがみられる。このため，両者が農業参入時に期待した効用や実際に発現し

ている効用も異なっている可能性がある。  
そこで，本研究では，特例子会社，企業が経営主体の障害者福祉施設から，それぞれ農業

が経営の中心である会社と農業は経営部門の一部である会社を選び，比較分析を行う。両者

の制度上の違いだけでなく，農業への依存度の違いからも農業参入に対する効用の違いが

生まれる可能性があると考えたからである。具体的には，特例子会社では，ハートランド

（株）（農業が中心）と（株）キユーピーあい（農業は一部）とを，企業が経営主体の障害

者福祉施設では，（株）九神ファームめむろ（農業が中心）と（株）スマイルファクトリー

（農業は一部）とを対象にして分析する（第１－４表，第１－５表参照）。 
 

第１－４表 農業参入している企業出資の障害者福祉施設，特例子会社の概要 

資料：各社への聞き取り調査により，筆者が作成。
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（45社）

農業中心

の特例子

会社

（19社）

露地野菜

ハウス野菜

水耕栽培

花き等

菌床シイタケ

農作業請負

法人名 本社、本部所在地 参入年 社員、職員数、障害者数
本社、本部
等の業種

売上高

（株）スマイルファクトリー 熊本県玉名市 2016年 職員15人+障害者36人 障害者福祉 －

(株）クック・チャム 愛媛県新居浜市 2013年 社員975人+障害者53人 お惣菜製造 62億円

コクヨ（株） 大阪府大阪市 2007年 6,784人（連結） 文房具 3,151億円

キユーピー(株） 東京都渋谷区 2013年 14,808人 食品製造 5,735億円

企業出資の障
害者福祉施設

特例子会社
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第１－５表 農業参入している企業出資の障害者福祉施設，特例子会社が

行っている農業の概要 

資料：各社への聞き取り調査により，筆者が作成。 
 

３．事例の分析 

 
（１）ハートランド（株）（大阪府泉南市） 

 コクヨグループは，文具，事務用品を製造・販売するステーショナリー関連事業と，ファ

ニチャー関連事業，通販・小売関連事業から成っている。障害者の雇用関係では，既に印刷

業務等を行う特例子会社コクヨ K ハート（株）がグループ内にあり，法定雇用率も達成し

ていたが，そこで雇用している障害者は身体障害の割合が 70％以上であったので，CSR
（Corporate Social Responsibility：企業の社会的責任）活動としての位置付けで，知的及

び精神障害者の新規雇用を目的に，2 社目の特例子会社として，ハートランド（株）を 2006
年に大阪府泉南市に設置し，水耕栽培を開始している。2000 年以降，障害者福祉分野から

水耕栽培で農業分野へ進出したいくつかの先行事例が成功していたことから，水耕栽培で

障害者の就労の場を拡大できると判断し，水耕栽培での農業参入を決定した。大阪府の斡旋

を受けて農業団地内にある事業用地を確保し，国の補助金も活用しつつ約 1 億円の設備投

資を行い，30 a の施設 1 棟を設置して健常の職員 5 人と障害者 7 人でサラダホウレンソウ

の生産を主に行っている。サラダホウレンソウという新しい野菜のマーケットを開拓・定着

させることで高い収益性を実現している。現時点では営業収支は赤字で，まだ親会社からの

持ち出しがあるものの，スーパーチェーンとの更なる取引拡大を模索している。また，出荷

調製作業については，自社で雇用する障害者を追加するのではなく，周囲の 6 か所の障害

者福祉施設から施設外就労の形で，延べ 100 人/週の障害者の受け入れを実施して連携を深

めている。  
コクヨ（株）は文房具/オフィス家具メーカーなので，その子会社が農産物を生産しても，

それによる原材料供給という経営主体内部の効用を発現することはない。しかし，設置当初

の目的であった CSR 活動の一環として障害者雇用に積極的なところを PR できており，か

つ法定雇用率も達成している点が，経営主体内部の効用としては大きいと考えられる。さら

に，障害者に高賃金を出せる農業関連事業で収益をあげるという効用も発現している。また，

最初の特例子会社の設置だけでは，知的障害者，精神障害者の雇用については，人数も少な

く知見の蓄積が十分ではなかったが，ハートランド（株）の設置によって蓄積され，現在は

最初の特例子会社のコクヨ K ハート（株）においても，知的障害者，精神障害者の更なる

－5－

法人名 子会社名、農場名 参入年 経営農地面積等

（株）スマイルファクトリー （株）スマイルファーム 2016年 0.75ha（露地、ハウス）

(株）クック・チャム （株）九神ファームめむろ 2013年 3ha(露地）

コクヨ（株） （株）ハートランド 2007年 30a（ハウス）

キユーピー(株） (株）キユーピーあい 2013年 0.69ha（露地）
特例子会社

サラダホウレンソウ

野菜

生産農産物

企業出資の障
害者福祉施設

米、野菜、果菜等

ジャガイモ、カボチャ等
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雇用拡大が行われていることから，人材の有効活用という効用が発現している。 
他方で，経営主体外部の効用としては，周囲の障害福祉サービス事業所から障害者を施設

外就労で受け入れることで，彼らの就労の場を拡大し，工賃も引き上げており，地域の障害

者福祉に貢献するという効用が大きく発現されている。ただし，生産開始当時は珍しかった

サラダホウレンソウをマーケットに定着・拡大させたという意味では地域農業に貢献して

いるが，農地を使用しない水耕栽培であることから，通常の農福連携の取組では見られる農

家・農業法人の人手不足や耕作放棄地の解消といった効用は発現していない。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真１－１ ハートランド（株）の育苗施設 
       （ハートランド（株）提供） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真１－２ ハートランド（株）の水耕栽培施設 
                             （ハートランド（株）提供） 
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写真１－３ 出荷調製作業において周囲の障害就労サービス事業所から障害者を受け入れ 

（ハートランド（株）提供） 

 

（２）（株）キユーピーあい（東京都町田市） 

 キユーピー（株）は，「マヨネーズソース」その他一般ソース類，各種瓶缶詰食料品等，

食品添加物といった食品の製造販売だけにとどまらず，医薬品，化粧品等の製造販売等多岐

にわたる事業を行っている。障害者雇用にも大変熱心で，2003 年に東京都町田市に設置し

た特例子会社（株）キユーピーあいにおいて 66 人の障害者を雇用するだけでなく，タマゴ

事業やサラダ・惣菜事業の生産事業所でも積極的な障害者雇用を進めている（同社の障害者

雇用率は，2013 年の 2. 13％から 2017 年には 3. 3％に上昇）。 
 （株）キユーピーあいでは，障害者の業務として，ユニフォームレンタル業務，ダイレク

トメール，サンプル等の封入・発送，チラシ等のデザイン，印刷，清掃等をこれまで開拓し

てきたが，さらに，障害者の働ける職域を増やし，その雇用を拡大するため，食品製造業の

特例子会社である（株）キユーピーあいのイメージに合った障害者の「新たな職域づくり」

を目的とした CSR 活動として，2013 年に農業を開始している。 町田市の農地斡旋事業の

支援を受けることができ，52a（現在 69a）の農地を借り受け，同年に農業チーム（2017 年

12 月現在，健常の職員 4 人と知的障害者 2 人で構成）を編成し露地野菜作を開始し，現在

は，ほうれん草，キャベツ，白菜等 70 品目を生産し，近隣の食品スーパーの地場野菜コー

ナーでの販売やグループ従業員に向けた定期販売を実施している。  
まだ，露地野菜作が小規模にとどまっていて黒字化していないため，経営主体内部の効用

として農業関連事業による収益は上げられていない。また，親会社の本業である食品製造業

が求めるロットとは噛み合わない生産規模なので，親会社に対する原材料供給という効用

は発現していない。しかし，経営主体内部の効用としては，地域での企業イメージの向上と

いう CSR 活動での効用を実現しており，他業務に上手く適用できない障害者への新たな職

域提供，心身の調子を崩した障害者に対するリハビリ効果といった人材の有効活用の面で

－7－
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も効用が発現している。経営主体外部の効用では，障害者の職域作りで合計 66 人の障害者

の働く場を創出するという効用を発現しているが，ハートランド（株）のような社外の障害

者雇用の拡大という効用は発現していないが，リタイアした農家の農地を借り受けている

ことから，耕作放棄地の減少という面では地域農業への効用を発現している。 
 
 

 

 

 

 

 

 

写真１－４ 白菜の定植の様子 

 
 

 

 

 

 

 

写真１－５ ほ場全景 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真１－６ 地場野菜コーナーで売られている（株）キユーピーあいで生産された野菜 

（（株）キユーピーあい提供） 

 

（３）（株）九神ファームめむろ（北海道芽室町） 

 （株）クック・チャムは，惣菜店を 80 店舗チェーン展開している企業で，2010 年以降，

CSR 活動として障害者の雇用機会の一層の拡大を目指す事業を実施する中で，（株）九神

－8－



- 9 - 
 

ファームめむろ等，障害者が農作業や農産物加工を行う就労継続支援 A 型事業所を相次い

で 3 事業所設立している。この 3 事業所における利用者としての障害者は 2019 年 9 月現

在 50 人にまで増加しており，就労支援事業を経て一般就労へと移行する人も少なくない。

これらのうち，（株）九神ファームめむろについては，（株）クック・チャムが，自社で製造

している惣菜の原料農産物を作ることを目的に自社農園の設立を検討していたところに，

障害者の雇用の場がなくその創出・拡大を目指す北海道芽室町からのオファーを受けて，

2013 年に同町で設立された。  
（株）九神ファームめむろは 4ha の農地を確保し，総菜の原材料となるバレイショ，カ

ボチャの生産とその 1 次加工を中心に，食品の製造加工も行っている。加工施設の整備で

は，積極的な投資を行っており国の補助金も得ている。設立当初は，就労する障害者は 9 人

であったが，2019 年現在 26 人に達している。（株）九神ファームめむろでは，農産物の生

産だけでなく，1 次加工も手掛け，それを（株）クック・チャムに総菜の原材料として販売

することで，黒字経営と最低賃金以上の給与を実現し（月給は 2013 年度以降約 10 万円），

経営主体内部効用として農業関連事業で収益を上げることに成功している。また，自社農場

で生産された原材料を製品に使用することで，製品のイメージ向上を図り，売上・利益の拡

大を実現するという当初の目的でもあった経営主体内部の効用も実現している。 
他方で，経営主体外部の効用としては，一般就労できる障害者は卒業させていくという方

針の下，2019 年 9 月現在，合計 8 人を一般就労に送り出しており，空いた定員の数だけ障

害者を新規に採用することで，地域の障害者の働く場の拡大に貢献しており，地域福祉への

効用が大きく発現している。また，この 8 人のうち 3 人は自社での職員としての雇用であ

ることを踏まえれば，障害者が職員に転じることで，経営主体内部の人材の有効活用という

効用も発現していることなる。地域農業に対しては，原料農産物の買い上げで地域の農家に

貢献しているが，地域内に耕作放棄地は発生しておらず，農家の労働力不足に対応してもい

ないので，通常の農福連携の取組では見られる農家等の人手不足や耕作放棄地の解消と

いった効用は発現していない。  
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

写真１－７ 馬鈴薯の収穫風景 

（（株）九神ファームめむろ提供）  
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写真１－８ 九神ファームめむろの加工施設で１次加工された馬鈴薯 

（４）（株）スマイルファクトリー（熊本県玉名市） 

（株）スマイルファクトリーは，就労継続支援 A 型事業所を 2014 年に熊本県玉名市に設立

し，製造業からの請負業務，下請け業務を行っている。相手企業と作業受託契約を結び，そ

れを受けて，障害者が施設外就労（従業員が障害者に同行して，施設外の現場で仕事の指導

を行う就労方法）の形で工場に出向いて作業を行っている。しかし，（株）スマイルファク

トリーが受託している工場内の請負業務では，仕事が上手く行えない障害者が出てきたこ

とから，彼らの仕事を農業で創出するために，2015 年に農業法人（株）スマイルファーム

を立ち上げることとなった。

2017 年 8 月現在，（株）スマイルファクトリーの本社従業員は 13 人で，利用者として

通ってきている障害者は 36 人となっている。全部で 4 社と作業請負業務の契約をしてい

る。（株）スマイルファームへの健常職員の駐在は 2 人で，障害者は常勤で 4 人が働いてい

る。ただし，障害者の方は本社に所属しており，そこから施設外就労の形で通ってきている。 
（株）スマイルファームでは，2017 年 8 月現在，水田 33a，ハウス 4 棟 20a，畑 22a で米，

果菜，露地野菜等を生産し，道の駅の直売所等で直売している。農業の開始に当たってはハ

ウス建設で国の補助を得ている。

経営主体内部での効用としては，農業生産を開始したばかりで，2017 年夏までの 1 年間

の農産物販売額は 178 万円にとどまり，赤字となっている。CSR 活動の一環として，今後

も離農する高齢農家の農地を引き受ける方針であるが，農業関連事業で収益を出すという

効用が発現するには時間がかかることが想定される。他方で，障害特性から工場内の業務

が上手く行えない障害者の仕事を農業で創出するという人材の有効活用という効用に加え

て，本体企業で精神が不安定になった障害者に農作業で土とふれあってもらうことで精神

が安定してくるといった人材の有効活用に繋がる効用も既に発現しつつある。

経営主体外部の効用としては，既に近辺の高齢の地元農業者から将来耕作放棄地になら

ないようにと作付け委託の依頼を受けており，通常の農福連携の取組でも見られる耕作放

棄地の解消という効用が発現しつつある。また，36 人の障害者の働く場を生み出しており，

地域福祉に貢献するという効用も発現している。

- 10 -
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第１－２図 スマイルファーム，スマイルファクトリー，地域との関係 

 

 

 

 

写真１－９ （株）スマイルファームの水田 

 

 

写真１－10 （株）スマイルファームのハウス 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真１－11 ハウス内での作業の様子 

（（株）スマイルファームのウェブサイト（URL:http://www17.plala.or.jp/smile-tamana/）より） 
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４．結果と考察  

 
以上，合計四つの事例について，農業参入の目的と実際に発現している効用を明らかにし

た。これまでの分析結果を再整理し比較すれば，以下のとおりである。 
特例子会社の 2 事例は，大手企業の子会社である点，CSR 活動としての位置付けで農業

に参入してきている点，雇用契約による就労なので，最低賃金以上の賃金を支給する障害者

の働く場を提供するという効用と経営主体内部の人材の有効活用という効用を発揮してい

る点，親会社の製品の原材料供給という効用は発現されていない点が共通していた。他方で，

ハートランド（株）が，最初の特例子会社ではできなかった知的障害者と精神障害者の働く

場を農業で収益を上げる形で作ろうと大きな投資をして水耕栽培に取り組んだのに対して，

（株）キユーピーあいでは，既存の業務に農業を加えることで，既存の業務にうまく適応で

きなくなった障害者が働ける職域を拡大することに重点を置き，多額の投資を必要としな

い露地野菜作に取り組んだ点が異なっていた。 
 続いて，企業が経営主体の障害者福祉施設の 2 事例については，共に中小企業による経

営である点，特例子会社ほど前面に出ていないが CSR 活動としての側面もある点，こちら

も雇用契約による就労であるので，最低賃金以上の賃金を支給する障害者の働く場を提供

するという効用と経営主体内部の人材の有効活用という効用を発現している点は共通して

いた。ただし，（株）九神ファームめむろが地域の障害者の雇用の場を農業関連事業で収益

を上げることで作ろうと露地野菜作だけでなく施設投資を行い農産物加工にも取り組んだ

のに対して，（株）スマイルファクトリーでは，既存の業務に農業を加えることで障害者が

働ける職域を拡大することに重きを置き，農業のみに取り組んだ点が異なっていた。また，

共に経営主体内部の効用を期待して農業に参入しているが，前者は親会社の製品の原材料

確保という効用に重点が置かれており，後者は経営企業内の人材の有効活用という効用に

重点が置かれている点が異なっていた。  
 このように，特例子会社と企業が経営主体の障害者福祉施設が共に，CSR 活動の一環で

農業に参入し，最低賃金以上の賃金を支払える障害者の働く場を提供し，人材の有効活用で

も効用を発現していた点が共通していた。 
しかしながら，特例子会社と企業が経営主体の障害者福祉施設とで，そして，農業中心の

経営と農業は経営部門の一部である経営とで，それぞれ発現している効用で異なる点も明

らかになった。これを渋谷（2018）で明らかにされた一般的な食品製造業，建設業からの参

入企業の農業参入に期待する効用も加えて比較するとその違いはより顕著になる（第１－

６表）。   
今回取り上げた特例子会社の 2 事例は CSR 活動としての効用が主で，親会社の人材活用，

原材料の確保といった効用は発揮されていない（（株）キユーピーあいとハートランド（株）

の人材の有効活用の効用は共に特例子会社内のものであった）。これらに対して，企業が経

営主体の障害者福祉施設の 2 事例では，経営企業の製品の原料として農産物を使用したり，

経営企業で働いている障害者の有効活用という効用が発揮されており，製品の原料となる
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農産物を生産したり，経営企業で働いている従業員の有効活用という効用が発揮されてい

る一般的な食品製造業，建設業からの参入に似た傾向が見られる。企業が経営主体の障害者

福祉施設では食品関連企業の経営が 43％（10 社）を占めていることからも，一般的な食品

製造業の農業参入と似た効用も期待されていることがうかがえる。これに対して，（株）キ

ユーピーあいのように，大企業である親会社の食品製造の規模と子会社の農業生産の規模

が乖離していると，そうした効用を期待できない。このため，特例子会社の農業参入では食

品関連企業が 3 社のみ（7％）と相対的に少ないのには，こうした点も影響していると考え

られる。 
 

第１－６表 各事例において発現している効用 

資料：筆者による聞き取り調査結果及び渋谷（2018）から作成。 
注（1）食品製造業 S 社，建設業 A 社の欄は渋谷（2018）からの引用。 

（2）聞き取り調査結果から効用を整理した。◎：参入時に最も期待された効用であり，実際に効用があったも

の，○：効用あり，✕：効用なし，―：渋谷（2018）では対象外。 
（3）なお，ハートランドの地域農業への貢献はサラダホウレンソウのブランド化，九神ファームめむろの地域農

業への貢献は JA めむろにバレイショ，カボチャを出荷している農家の販路拡大であり，いずれも間接的なも

のである。 
 
 また，一般的な社会福祉法人等や農家・農業法人による農福連携の取組が地域福祉や地域

農業に発現している効用（障害者の働く場の拡大や賃金・工賃の向上といった地域福祉への

効用や，人手不足や耕作放棄地の解消といった地域農業への効用）と比較することで，企業

による農福連携の取組の特徴が見えてくる。最低賃金以上の賃金を支給する障害者の雇用

－13－
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く場
拡大

最低
賃金
以上
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金を
支給

耕作
放棄
地の
減少

人手
不足
の解
消

ハートランド 〇 ◎ 〇 ☓ 〇 〇 〇 ○ ☓ ☓

キユーピーあい ☓ ◎ 〇 ☓ ○ ☓ ○ 〇 ○ ☓

九神ファームめむろ 〇 〇 〇 ◎ 〇 〇 〇 〇 ☓ ☓

スマイルファクトリー ☓ 〇 ◎ ☓ 〇 ☓ ○ 〇 ○ ☓

食品製造業S社 〇 ☓ ☓ ◎ － － － 〇 ○ ☓

建設業A社 〇 ☓ ◎ ☓ － － － 〇 ○ ☓

CSR
活動

人材
の有
効活
用

原材
料の
確保

企業グループ内の効用 企業グループ外への効用

地域
福祉
への
貢献

地域
農業
への
貢献

農業
関連
事業
で収
益
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の場を拡大することで地域福祉に貢献している点は 4 事例で共通であるが，ハートランド

（株）は，さらに地域の障害者福祉施設の利用者である障害者にも働く場を提供しており，

（株）九神ファームめむろも地域の障害者の一般就労を拡大させる点でも貢献していた。両

事例からは，農業を行うことで地域福祉にも貢献することが意識されていることが窺える。 
他方，4 事例ともに地域農業にも貢献しているが，耕作放棄地の解消は（株）キユーピー

あいと（株）スマイルファクトリーという障害者の既存の職域を拡大する観点から露地野菜

作に取り組む事例に見られる効用で，農地を使用しない水耕栽培に取り組むハートランド

（株）や耕作放棄地がほとんどない北海道の畑作地帯で農業に取り組む（株）九神ファーム

めむろでは期待できない効用である。また 4 事例ともに人手不足なので障害者を雇うわけ

ではなく，障害者の仕事を作りだすために農業を開始しているので農家・農業法人の人手不

足解消はいずれにおいても期待できない効用である（ただし，吉田ら（2014）によれば，農

作業請負を行う特例子会社では発現している）。 
このように，4 事例の比較から，特例子会社，企業が経営主体の効用の共通点，違いをあ

る程度明らかにすることができた。今後は，（株）スマイルファクトリーのように，農業部

門が拡大していくことで発現する効用も変化していくと考えられることから，そうした効

用の変化についても研究を行っていく必要がある，また，今回の分析で特例子会社だけでな

く，企業が経営主体の障害者福祉施設でも農業は経営部門の一部という会社の割合が増え

る兆しが出てきていることが明らかになったが，その理由についても解明していくことが

必要である。 
 
謝辞：本章の執筆に当たっては，東京農業大学の渋谷往男先生に研究視角の整理だけでなく，

一部の現地調査にも御同行いただき，多くの示唆をいただきました。また，調査に御協力

いただきました４社の関係者の皆様には，お忙しい中，快く現地調査を受け入れていただ

き，その後の補足調査でもお世話になりました。この場を借りて厚く御礼申し上げます。 
 
注（1）2018 年 4 月に 2.0％から 2.2％へ引き上げられ，2021 年 4 月に 2.3％へ引き上げられることが決定している。 

（2）定義については，吉田ら（2014）を参照。 

（3）障害者福祉施設にはいろいろな形態があるが，本研究では企業が経営主体の施設で一番多い就労継続支援 A 型

事業所とする。同事業所の定義については，吉田ら（2018）の註 6 を参照。 

（4）後述するハートランド（株）の水耕栽培施設のように，水耕栽培施設の整備備には多額の資金を要する。 

 

［参考・引用文献］ 

 
大野備美・納口るり子（2013）「小売業の農業参入事例分析－大手小売 2 社の比較－」『農業経営研究』51(3)：

79-84．https://doi.org/10.11300/fmsj.51.3_79 

渋谷往男（2018）「農業専業の経営体と農業参入企業の効用構造についての比較分析」『農業経営研究』56(2)：

21-26．https:// doi.org/10.11300/fmsj.56.2_21 

－14－



- 15 - 
 

吉田行郷・香月敏孝・吉川美由紀（2014）「農業分野に本格進出した特例子会社の実態と課題－地域農業の

担い手としての特例子会社の可能性－」『農業経済研究』86(1)：12-26． 

https://doi.org/10.11472/nokei.86.12 

吉田行郷・小柴有理江・石橋紀也（2018）「企業出資の障害者福祉施設の農業分野への進出の意義と課題－

農業分野に進出している社会福祉法人，特例子会社との比較から－」『農業経済研究』89(4)：357-362．

https://doi.org/10.11472/nokei.89.357 

吉田行郷（2019）「農業分野での労働力不足下における農福連携の取り組みの現状と展望」『農業市場研究』

28(3)：11-21.  

－15－





アクセシビリティレポート





		ファイル名 : 

		210326_R02renkei1_01.pdf









		レポートの作成者 : 

		



		組織 : 

		







[環境設定／ユーザー情報ダイアログで個人と組織の情報を入力します。]



概要



文書のアクセシビリティの完全性を損なう可能性がある問題点が検出されました。





		手動チェックが必要: 2



		手動チェックに合格: 0



		手動チェックに不合格: 0



		スキップ: 2



		合格: 13



		不合格: 15







詳細レポート





		文書





		ルール名		ステータス		説明



		アクセシビリティ権限フラグ		合格		アクセシビリティ権限フラグの設定が必要



		画像のみの PDF		合格		文書が画像のみの PDF ではない



		タグ付き PDF		不合格		文書がタグ付き PDF である



		論理的な読み上げ順序		手動チェックが必要		文書構造により論理的な読み上げ順序が決まる



		優先言語		合格		テキスト言語の指定



		タイトル		合格		文書のタイトルがタイトルバーに表示されている



		しおり		スキップ		大きい文書にしおりが存在する



		色のコントラスト		手動チェックが必要		文書の色のコントラストが適切である



		ページコンテンツ





		ルール名		ステータス		説明



		タグ付きコンテンツ		不合格		すべてのページコンテンツがタグ付けされている



		タグ付き注釈		合格		すべての注釈がタグ付けされている



		タブの順序		不合格		タブの順序と構造の順序が一致している



		文字エンコーディング		合格		確実な文字エンコーディングの指定



		タグ付きマルチメディア		合格		すべてのマルチメディアオブジェクトがタグ付けされている



		画面のちらつき		合格		ページで画面のちらつきが発生しない



		スクリプト		合格		アクセシブルではないスクリプトなし



		時間制限のある応答		合格		ページが時間制限のある応答を必要としない



		ナビゲーションリンク		合格		ナビゲーションリンクが繰り返し使用されていない



		フォーム





		ルール名		ステータス		説明



		タグ付きフォームフィールド		合格		すべてのフォームフィールドがタグ付けされている



		フィールドの説明		合格		すべてのフォームフィールドに説明がある



		代替テキスト





		ルール名		ステータス		説明



		図の代替テキスト		不合格		図に代替テキストが必要



		ネストされた代替テキスト		不合格		読み上げられない代替テキスト



		コンテンツに関連付けられている		不合格		代替テキストはいくつかのコンテンツに関連付けられている必要がある



		注釈を隠している		不合格		代替テキストが注釈を隠していない



		その他の要素の代替テキスト		不合格		代替テキストが必要なその他の要素



		テーブル





		ルール名		ステータス		説明



		行		不合格		TR が Table、THead、TBody または TFoot の子である必要がある



		TH と TD		不合格		TH と TD が TR の子である必要がある



		ヘッダー		不合格		テーブルにヘッダーが必要



		規則性		不合格		テーブル内の各行の列数と各列の行数が同じである必要がある



		概要		スキップ		テーブルに概要が必要



		箇条書き





		ルール名		ステータス		説明



		箇条書き項目		不合格		LI は L の子である必要がある



		Lbl と LBody		不合格		Lbl と LBody は LI の子である必要がある



		見出し





		ルール名		ステータス		説明



		適切なネスト		不合格		適切なネスト










先頭に戻る



